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第４５回国土交通省政策評価会 

令和元年５月２３日 

 

 

【竹本政策評価企画官】  それでは、定刻になりましたので、ただいまから第４５回国

土交通省政策評価会を開催します。 

 私は、事務局を務めております、政策評価企画官の竹本でございます。 

 開催に当たりまして、橋本政策統括官から一言ご挨拶を申し上げます。 

【橋本政策統括官】  こんにちは。政策統括官の橋本でございます。よろしくお願いい

たします。 

 本日は、ご多用のところ、第４５回国土交通省政策評価会にご出席いただきまして、ま

ことにありがとうございます。 

 委員の皆様には、今年度も引き続き国土交通省政策評価会委員としてご指導いただきた

く存じます。改めてどうぞよろしくお願いいたします。 

 昨年度は、一年間にわたり委員の皆様から的確なご指導をいただきました。おかげさま

で政策レビューにつきましては５つのテーマについて適切に実施することができ、よい評

価書を作成できたものと考えております。 

 また、改定期を迎えておりました政策評価基本計画及び実施要領につきましても、政策

レビューのまとめ方を中心にご指導いただきまして、３月末に改定することができまし

た。 

 本日は、今年度政策レビュー実施予定の４つのテーマについて、レビューの取り組み方

針として、関係施策の概要、レビュー実施の狙い、レビュー方針、レビュー方法等をご説

明させていただきます。委員の皆様には、忌憚のないご意見を賜りますようよろしくお願

いいたします。 

 私どもも、今後の政策に資するような意義のあるレビュー成果が取りまとめられるよ

う、努力する所存でございます。今年度も国土交通省の政策評価に一層のご指導、ご協力

いただきますよう改めてお願いいたしまして、私の挨拶とさせていただきます。 

【竹本政策評価企画官】  本日の政策評価会は、「政策評価に関する情報の公表に関す

るガイドライン」にのっとって公開で開催いたします。 

 本日の資料につきましては、委員の皆様にはメモ用の紙の資料を置かせていただいてお
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りますが、基本的にお手元のタブレットにてペーパーレスで行います。タブレットの画面

のページめくりは各自でお願いいたします。タブレットの不具合がございましたら、かわ

りのタブレットをお持ちしますので、事務局にお知らせください。 

 なお、加藤委員、白山委員、田辺委員、村木委員におかれましては、ご都合により欠席

となってございます。 

 本題の各テーマの説明のときには、説明終了２分前に１鈴、終了時間に終鈴のベルを鳴

らしますので、よろしくお願いします。 

 間もなく議事に入りますので、円滑な進行のため、写真撮影はここまでとさせていただ

きます。 

 それでは、以後の進行を上山座長にお願いいたします。 

【上山座長】  それでは皆様、よろしくお願いいたします。 

 早速ですけれども、議題の１番、今年度の取りまとめ、政策レビューのスケジュールに

ついて、事務局から説明お願いします。 

【竹本政策評価企画官】  ページを何枚かめくっていただきまして５ページをご覧くだ

さい。この資料１でございますけれども、本日の政策評価会後、いただいた意見への対

応、追加資料等を整理いたしまして、６月から７月の上旬を目途に１回目の個別指導をお

願いしたいと考えてございます。９月から１０月には再度政策評価会を開催し、政策評価

書作成に向けた中間報告を行うことを予定しております。この評価会後、１１月に２回目

の個別指導をお願いしたいと考えております。その後、１２月に評価書を暫定的に取りま

とめた１次案の作成を予定しております。１次案につきましては、個別指導担当の委員に

送付させていただきます。また、２月初めに完成系に近い２次案を作成いたします。２次

案につきましては全委員に送付させていただきます。その後、精査の上、年度内に評価書

を完成させ、公表する予定としております。下に、政策チェックアップの関係がございま

すが、６月２８日に政策評価会を予定してございます。 

 続きまして、個別指導の担当委員についてお願いいたします。お手元に希望調査票がご

ざいますので、◎とか〇を記入いただきますようにお願いいたします。本日欠席されてい

る委員にも希望を聞き取った上、後日、座長にお諮りし、各テーマの担当委員を決めさせ

ていただきます。 

 事務局からは以上です。 

【上山座長】  以上のご説明について、ご意見などありますでしょうか。よろしいです
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か。 

 それでは次に入りたいと思います。各テーマの審議に移ります。今日は４テーマありま

すけれども、国土形成計画の中間点検については説明１５分、質疑１５分。その他につい

ては、説明１０分、質疑１５分ということで進めたいと思います。時間厳守でまいりたい

と思いますので、担当部局の方は要領よく説明をお願いします。時間オーバーの場合は、

状況によっては途中で打ち切りというふうなこともありますので、くれぐれも時間厳守で

お願いをします。それから、時間の関係で全委員が十分に発言できないこともありますの

で、お手元に意見記載用紙が配付されています。そちらにコメントを書いていただくよう

にお願いします。あるいは後で事務局に口頭でおっしゃっていただければ、個別指導に反

映したいと思います。 

 それでは、１番目の「既存住宅流通市場の活性化」について、説明をお願いします。 

【須藤不動産業課長】  土地・建設産業局不動産業課長の須藤と申します。よろしくお

願いします。着座にてご説明を差し上げたいと思います。 

 タイトルは、「既存住宅流通市場の活性化」ということで、土地・建設産業局と住宅局

の連名となっておりますが、説明については私が代表して申し上げます。 

 初めに、今回のレビューは、当初、「中古住宅流通市場の活性化」というタイトルでし

たが、近年、私どもでは、中古住宅という呼称をやめて、既存住宅に統一していますの

で、今回のテーマについても、「既存住宅流通市場の活性化」とタイトルを変更させてい

ただいておりますことを、最初にご了承いただければと思います。 

 それでは資料の１０ページ目でございます。既存住宅の流通量は年間１７万戸前後と横

ばいの状態で推移しています。全住宅の流通量、つまり既存住宅の流通量と新築の着工の

合計ですが、これに占める既存住宅の流通のシェアは、平成２５年で約１４.７％となっ

ており、欧米諸国に比べると約６分の１程度と極めて低い水準です。 

 １１ページです。この既存住宅流通量を拡大させていくためには、空き家の利活用が大

きなポイントになると考えています。総務省の住宅・土地統計調査によれば、空き家の総

数は増加の一途をたどっており、この２０年で約１.５倍に増加しています。先月、最新

の調査結果が総務省より公表されましたが、２０１８年の数値で８４６万戸となっており

ました。 

 その空き家の種類別の内訳を示したものが、右側の円グラフになります。グラフの右半

分強のブルーのところが賃貸用と売却用の住宅となり、一時的に空き家となってビジネス
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に流通している住宅であるため、それらを除いた、左側の赤の太枠で囲ってあるその他の

住宅をいかに減らして、利活用していくかが課題となります。その他住宅は、２０１８年

の時点で約３４７万戸と、この２０年での増加が特に顕著であり、これを利活用していく

とことが喫緊の課題であると言えます。 

 次の１２ページの左側ですが、我が国で取り壊された住宅が何年使われたかという滅失

住宅の平均築後年数を表しています。言ってみれば住宅の平均寿命とも言っていいかもし

れませんが、この国際比較においては、欧米に比べて住宅寿命が非常に短いことが見てと

れると思います。また、住宅の市場価値ですが、経年によって減少し続けて、木造戸建住

宅の場合、一律に築後約２０年で価格がほぼゼロになる慣行が存在していると言われてお

ります。これらが、空き家の利活用が進まない一つの要因になっているのではないかと考

えております。 

 １３ページです。住宅・リフォームの市場規模についても、平成２５年からゆるやかに

下落をしております。住宅投資に占めるリフォーム投資の割合は２４.６％と、これにつ

いても欧米諸国と比較して小さい状況となっています。 

 １４ページです。既存住宅市場の活性化に向けた政府としての取り組みとして、例えば

全国計画である住生活基本計画の閣議決定や、政府の成長戦略である未来投資戦略

２０１８、さらには骨太方針において、既存ストックの有効活用などの目標を設定してお

り、政府全体でこの既存住宅市場の活性化について取り組みを進めているといった状況で

す。 

 １５ページですが、ここでは既存住宅市場における課題を整理しております。既存住宅

を購入する際、消費者が、隠れた不具合など住宅の性能を把握できないことが多く、品質

について不安を抱えるといったことがあり、売り主と買い主の間には情報の非対称性、つ

まりは情報格差が発生しているのではないかとの指摘があります。 

 また、個別の既存住宅の性能等が明らかではないといったことにより、特に木造戸建住

宅においては、先ほども申し上げましたとおり、一律に築後２０年程度で価値がゼロと評

価するような慣行が存在しております。このため、住宅の所有者としては、リフォームな

どによって維持管理をしていこうとするインセンティブが生まれにくい状況になってお

り、この情報の非対称性がさらに加速していくといった、言わば負の連鎖が生まれやすい

市場となっていると考えられております。 

 １６ページです。既存住宅流通市場の活性化を促進するためには、居住時、売却時、そ
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れぞれの場面において必要な施策を実施して、負の連鎖を解消する必要があり、大きく

３つの柱で政策を実施しております。 

 まず１つ目は、ブルーの枠で囲った左側の下、施策①と書いてある部分の、既存住宅ス

トックの活用でございます。急速に増加している空き家の取引を活性化する環境整備や、

必要に応じて適切なリフォームを実施して、維持管理していくための市場環境の整備を進

めていくことが重要であると考えております。このため、例えば、国交省では全国版の空

き家・空き地バンクを構築するなどして、既存ストックの利活用を促進するための環境を

整備してきているところであります。 

 次に、上の施策②は、物件の売却時における既存住宅の質に対する安心を付与するとい

うことです。買い主の不安を解消するために、建物状況調査などのインスペクションによ

って安心して住宅を売買できる環境を整備することが重要であります。宅地建物取引業法

の改正によるインスペクションの実施や、安心Ｒ住宅制度の構築により、情報提供の充実

を図ってきているところであります。 

 最後となりますが、右下の施策③は、既存住宅の適正な評価の実施です。これまで、住

宅評価は、建物の状態に関係なく一律の評価をされてきましたが、宅建業者が価格査定時

に用いる査定マニュアルを改定するなどして、住宅の状態に応じた価格で売買するための

環境を整備していきたいということでございます。 

 １７ページは、既存住宅取引市場のプレーヤーと各々の役割を図に示しています。既存

住宅流通の活性化には、国だけではなく、自治体、業界団体、宅建業者、さらにはインス

ペクション業者など、さまざまな方々がかかわっているということでございます。 

 １８ページ、これまで報告してきた内容を、取り組み方針として整理したものでござい

ます。評価に当たっては、国がこれまで取り組んできた３分類の政策を視点に置き、課題

を整理した上で、既存の統計データの活用や、関係団体を通じたヒアリング等を実施して

いきたいと考えております。 

 最後に１９ページですが、本テーマに関連する指標は４点ございます。業績の９、

１０、１３については、主に５年に一度公表される住宅・土地統計調査のデータを引用し

ているため、現在はこの実績値が集計中となっておりますが、９月には一部把握できる見

込みとなっております。また、業績の１２１の指定流通機構、レインズにおける売却物件

に係る成約報告件数につきましては、平成２６年度以降増加をしているというところでご

ざいます。 
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 報告については以上でございます。ご審議よろしくお願いします。 

【上山座長】  それでは、委員からコメントをお願いします。時間が限られているの

で、一問一答ではなく、我々のほうから問題意識をお伝えして、あとは以後の作業に反映

していただき、細かくは個別討議でということにしたいと思います。どうぞ。 

【佐藤委員】  おそらく、まず正直ベースにこの政策を評価するとすると、ややボトル

ネックになっているのか、既存住宅の流通が進まない理由は何なのかと、そこを探してい

くことだと思うのですけれども、そのときにまず１つは、やっぱりさっき申し上げている

情報の非対称性問題というのがあると思うのですが、さてこれを解消するに当たって、じ

ゃあそれぞれ業界あるいは行政のほうでどういう取り組みがあるのかということを、ちょ

っと整理していく必要があるのかなと思ったのと。 

 あと、そうは言いながら瑕疵担保責任保険がありますよね。ですから保険の利用という

のも一つあり得るのかなと思うので、そのあたりとの絡みというのも少し整理されたらい

かがかなと思います。 

 あと、多分地方と東京を含めた都市圏とで事情が違うかもしれないので、これ全国ベー

スでどうなっているかということを考えると、特にさっきのその他ですね、空き家特に一

戸建（木造）については、もうちょっと地域別でどういう事情が違うのかとか、そのあた

りは少し整理されたほうがいいのかなというふうに思いました。 

 あとはやっぱり、リフォームも含めてそうなのですが、業界サイド、特に不動産会社、

それからリフォーム会社自体のクオリティーがどうなっているのかとか、怪しい業者が多

いですよね、はっきり言って。なので、そのあたりがボトルネックになって、リフォーム

投資が進まない、あるいは中古住宅の普及が進まないボトルネックになっている可能性も

あるので、買う側だけじゃなくて売る側のほうの事情というのも少し勘案されたらいかが

ですかというのと。 

 これが最後ですけれど、おそらく既存住宅が普及しない最大の理由は新築をつくり過ぎ

なんですよね、はっきり言って。だから、新築とのアンバランス、規制、税制、特にこの

問題意識で出ていますけれど、特に税制上固定資産税とか、新築だと減免がありますよ

ね、３年間２分の１とか。あと、住宅ローンも新築のほうが受けやすいですよね。なの

で、やっぱり周辺制度において、既存住宅と新築との間でかなり格差がないかどうかとい

う、この辺の検証をされたほうがいいのかなとは思います。 

 とりあえず、思いついたものは以上です。 
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【上山座長】  ほかの方いかがですか。 

【工藤委員】  この問題、非常に関心があって、それなりに私も調べたのですが、多分

もう一つの問題は、そのストックということで、ストックの有効活用なのですけれども、

ストックそのものに優良なストックと必ずしもそうでないストックがあって、その優良な

ストックをこれからどれだけ有効活用するかというのが重要な問題なのですが、スクラッ

プするしかないようなものもあって、これは今、佐藤委員がおっしゃった、新築つくり過

ぎという話とも関係してくるかと思うのですが、そのストックの違いによる差というのも

重要なのではないかなと思います。 

 これ実は、やはり佐藤委員がご指摘になった大都市それから地方、あるいは中小ぐらい

の都市の違いというのは明確になってきますので、そこのあたり。それから日本の場合、

全体的に住宅の滅失までの時間が短いというのはよく知られていることですけれども、こ

れ実は、すごく古いものは意外と残っていて、ある時期のものが短いとか、建築の時期に

もよって、かなりそのストックの状況が違いますので、それも重要かなと思っています。 

 あと、これは若干感想めいたことになるのですが、やっぱり日本の場合、新築が多すぎ

る問題もあるのですが、都市計画との関係、それから今まで住宅というのを若い人が住宅

を取得しやすいように、ということに住宅政策が非常に偏っていたために、ここにもご指

摘がある、買いかえとか、あとよくイギリスなどでラストタイムバイヤーという、だんだ

んダウンサイジングしていって、最後に例えば６０代とか７０代ぐらいになって余生を過

ごすような家とかという、住みかえとかダウンサイジングの発想というのがあまり住宅政

策の中でそもそもなかったとかということがありますので、この国際比較とかいろいろや

られているのはデータとしていいと思いますが、ぜひ政策上の比較もされると、そのあた

りの問題点が明確になるのかなと、最後は感想です。以上です。 

【上山座長】  はい。 

【山本委員】  何か言わないとまずそうですね。 

 少し気になっていますのは、まずデータのとり方なのですが、今集計中だから入るとい

うことなのですが、この資料の１０ページだと、要するに平成２５年のもので議論してい

るのですが、別の１１ページだと平成３０年、２０１８年のデータでいって、気になった

のは、その流通の規模を、額を多くしたいのか、１０ページに書いてあるシェアを問題に

したいのかによって全然違ってきますよね。ですからそれは佐藤委員、工藤委員がおっし

ゃったことにも関連するのですが。だから、この既存住宅流通市場の活性化というものが
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どういう状態かというのは、捉まえ方が絶対的なその流通の規模を増やすというのと、新

築も含めたシェアをもっと増やしていくのかということだったら、逆に言うと需要がその

将来推計でどれぐらいの住宅需要があるかということがわからない限りにおいては、増や

すことがいいのかどうかも含めて、何とも言えないなというのが正直なところなんです。 

 あとは、佐藤委員に近いので、とりあえずお任せします。 

【上山座長】  それでは私も。取りまとめではなく個人としての意見ですが、先ほどの

資料に、ＫＰＩとして２０２５年までに流通市場規模を８兆円に倍増とか、リフォームの

市場を１２億兆円に倍増と書いてある。これは、「可能な限り」と書いてあって、「倍」と

いう根拠もこれだけではよくわからない。インバウンドの観光客増やすのと同じような感

じで、掲げるのはいいのだけれども、現実のところ、国交省の丁寧な仕事として、これに

どこまで縛られるのかというところはちょっと疑問です。方向性としては間違っていると

思わないけれども、この「倍」という数字にそんなにこだわる必要も、私はないんじゃな

いかと思うのです。 

 各委員おっしゃったとおり、場所によって全然状況も違う。都市と田舎では違う、それ

から戸建ての流通とマンションの流通は違うし、結構、ある程度メッシュを細かく分け

て、状況分析をする必要がある。一般的な話としてはもちろんいろいろ言える。ですが、

これを全部やったらほんとうに倍になるのか。そういう意味ではもう少しきめの細かい分

析を、実際それがどうなるのかというのを今回の作業を通じて、もうちょっと精査してみ

るということだと思うのです。 

 そのときに重要なのは、マクロな数字だけで議論するのでなく、実際のプロセスをちゃ

んと見る。買い手が重要だと思う。買う人がいないと流通しない。そもそも人口が減った

り若い人の購買力が落ちているわけですから、そういうことも考えると、大きな戸建ての

需要そのものが限られてくるわけです。古くてどうしようもないものも、件数として数え

る必要がない。古くてあまり質のよくない空き家はそもそもトータル１００の中に入れな

いとか、いろいろな処理をして、実質的にやれることはこういう分野でこういうことみた

いな、アクションプログラムが絞り出せてくるんじゃないかと思う。それがこの２倍にな

るかどうかはわからない。この２倍という数字をマクロに眺めていても、マクロをまた分

解してもやっぱり、今日の報告の域を超えない。政策評価の作業としては前に進まない。

今ある計画は間違ってないけれど、やっぱりブレークダウンした個別の作業を今回の政策

評価の過程でやっていただければと思う。 
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 ということで、これは政策評価というより政策立案に近い感じがする。そのときに一つ

考えなければいけないのは、人口減だとか年齢動態の変化とか、いろいろなファクターが

入ってくる。あと地域差もかなり大きい。すると国家戦略としてこういうものを立てるこ

わさみたいなものも、私は実務をやっている国交省なら出していいと思います。積み上げ

たところで私は倍という数字は出てこないと思います。淡々と空き家問題をどうするのか

、従来からある住宅問題の整理の中で、今回の話は位置づけたほうがいい。 

 ほかの方、いかがですか。 

【佐藤委員】  やっぱり気になるのは、そもそもその既存住宅流通を倍にしたければ、

新築のほうを２分の１にするしかないはずなんです。だって、人口は減っているわけなの

で。だからやっぱり、新築のほうとのバランスを考えるというのが絶対的に必要で、場合

によっては新築のほうに規制かけるべきなのです。そうすると既存住宅は流通しますか

ら。当たり前ですよね、そんなのって。 

 それと、やっぱりちょっと業界のほうのことを考えてみると、私は個人的に思うのは、

中古マンションだけ考えると、あれ、買えと言われるとそのリスクを全て買った側が負う

ことになるじゃないですか、いろいろ瑕疵があったときなんか。これ、賃貸だと言われた

ら嫌だったら出ていけばいいだけなので、ということで逆に言うと賃貸が少ないんじゃな

いか。戸建ての持ち家は多いけれど、賃貸は、戸建ての賃貸とか中古の賃貸のマンション

とかであれば、入ると楽ですよね、気に入らなかったら出ていけばいいだけなので。何も

リスクゼロなのです、彼らは。だけど提供する側はリスクを全て負うわけなので。でもこ

れって、じゃあそういう業界があるんですかというと、それはおそらくないわけなので

す。 

 なので、売る側のほうの業界の構造、特に零細事業者が多いんじゃやっぱりリスクとれ

ないんじゃないのとか、不動産会社自体がリスクとれないんじゃないのとか、そのあたり

にちょっと目先を変えて見てみると、少し、どこがブレークスルーかというのが見えるの

かなという気がしているので、少しそうするとスタンスを、単に買う側だけじゃなくてち

ょっと幅広に捉えたらいいかなと思いました。 

【工藤委員】  私も、基本的に佐藤委員のお考え大事だと思っていて、結局海外との比

較が出ていて、イギリスなのですが、大陸ヨーロッパはもっと既存住宅市場が多くて、そ

れ、理由は簡単で、私、イタリアを長い間研究していますが、都市部では新築ができない

わけです。それは都市計画上の規制があって、要するに新築住宅というのはうんと郊外
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の、いわゆるニュータウンか、だから都心部の便利のいい所に住もうというのは、基本的

に既存住宅しかないと。そういうことになってくると、当然今度は逆に既存住宅のリフォ

ームをして価値を上げて、そしてそれが歴史的に価値があればあるほど逆に高くなるとい

う住宅市場に変わっていきますけれど、基本的にやっぱりその都市計画上の規制があるか

らというのが大きいと思いますので、私は結構その、上山座長もおっしゃったように、今

回は日本が今までにとってきた都市計画とか住宅政策がそもそもどうなっていたのかとい

うような総まくりみたいな話になるのかな、それがその成長期で人口も増えている時代と

そうでなくなった時代との大きな違いということになるのかなというふうに思っています

ので、ぜひやっていただきたい。 

 あと、今リスクの話があったのですが、例えば海外だと、その既存住宅においてそれを

評価するときに、耐震構造がきちんと現代に合ったようにリフォームされているかとか、

あとエネルギー効率ですよね、だから結局環境にどれだけ配慮した住宅にちゃんとリフォ

ームされているかとかというのが、きちんとした一つのメルクマールとしてできています

ので、先ほどインスペクションの話がありましたが、インスペクションの中身も結構重要

なのではないかなと思いますので、ぜひご検討ください。 

【上山座長】  最後のコメントですが、各委員いろいろマクロ的なことを言ったけれ

ど、それに加えもっと流通してもいいはずのものがちゃんと流通してないというミクロの

話と、２つあると思うのです。 

 ここに施策として出ているようなものはミクロ。わりと着実で、例えばインスペクショ

ンの話とか、ひょっとしたら仲介業者の経営基盤の問題とか、事業承継とかいろいろ、

生々しい話もあって、そういうものはきっちりヒアリングすれば積み上げで出てくる。出

口としてそれをベースにしつつ、政策評価の成果物としてはこれら現実的なミクロの施策

の積み上げをベースにしつつ、マクロの２倍というものについては、私は話の立て方が別

じゃないかというチャレンジをやってみてもいいと思う。 

 というのは、この２倍仮説はおそらく、欧米が正しい、日本も欧米になるべきだからき

ている。しかしこれがまず間違っている。あとは、空き家がある、もったいない。しかし

質の悪い空き家は多分つぶすべきで、これも流通すべきだと言われると、買う人がいるわ

けがないという話になる。それから佐藤委員がおっしゃったとおり、単に倍って言われる

と、新築はやめなさいということになる。論理的にそもそもおかしい。 

 ですから、２倍じゃない、だったら何倍だは言えないけれども、実務官庁としてのきち



 -11- 

んとしたロジック、筋道で考えるロジックモデルをちゃんと立てる。後半にはそうはいっ

てもまだまだやるべきことはいっぱいあるので、それは具体的にこういうことをやるべき

ですという、２段構成に分けたほうがいいような感じがします。 

 こちらがしゃべりっぱなしで終わってしまって申しわけないのですが、時間がないの

で、あとは個別ミーティングでということで、すみません。 

【須藤不動産業課長】  ありがとうございました。今日いただいたご視点に十分沿うよ

うに分析していきたいと思いますので、今後ともよろしくお願いいたします。 

【上山座長】  どうもありがとうございました。 

 では、次のテーマ、国土形成ですね。１５分説明お願いします。 

【田中総合計画課長】  国土政策局総合計画課長の田中と申します。「国土形成計画

（全国計画）の中間点検」ということで説明させていただきたいと思います。 

 初めに様式に従った資料がございますけれども、その後の参考資料で簡単にご説明させ

ていただきたいと思います。今回、政策評価官室のほうからのご依頼ありまして、現行の

国土形成計画の枠組みを簡単に説明してくださいということでしたので、もうご承知の方

もいらっしゃるかとは思いますけれどもご説明させていただきます。平成１７年に国土総

合開発法を国土形成計画法という法律に変えて、国土形成計画というものをつくっており

ます。国土総合開発法のときに、全国総合開発計画というものをつくっておりましたが、

法律を変えた点は、ここにある２つでございまして、１つはつくり方を変えました。地方

公共団体の意見を聞いてつくるということと、国土形成計画の中に全国計画と広域地方計

画というブロックごとの計画を立てまして、具体的な事業については、この広域地方計画

のほうで取り扱う、さらに、広域地方計画は国と都道府県と関係者の協議会を使ってつく

るという枠組みをつくりましたと。それからもう一つ、内容のほうは、成熟社会、人口減

少ということを見通しますと、開発中心からの転換ということを言ってつくっておりま

す。 

 この国土形成計画になりましてから１回目の計画を作成しました。平成２０年に作成し

まして、政策レビューも平成２４年度に一度行っております。その際にいただいた指摘を

踏まえまして現行の計画に行き着いているわけですけれども、この国土形成計画法を改正

したときに、政策評価のプロセスを入れるということを、法律上規定しておりまして、

１０年程度の計画の半分ぐらいのところ、４年目または５年目程度の時期に政策評価を行

うよう法律で規定しております。 
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 この政策レビューをやりまして、その後、実は通常ですとこの国土形成計画をつくると

きは国土審議会という法律で規定されている審議会で議論をしてつくるのですけれども、

いろいろ事情がありまして、現行計画をつくるときにはレビューをした後、「新たな国土

のグランドデザイン構築に関する有識者懇談会」という大臣の私的機関で議論をしまし

て、あくまでも大臣がつくった「国土のグランドデザイン２０５０」というのを取りまと

めた上で、国土審議会で１年ほど議論をしまして、現在の計画ができております。この計

画ができるまでの間に、若干外部環境に変化がございまして、国土政策と非常に大きな関

係のある国土強靱化ですとか、地方創生といったところで、わりと似ている分野での国家

方針みたいなものができてきたという事情がございます。 

 現行の国土形成計画は２０１５年にでき上がっているのですけれども、これの中身を簡

単に説明させていただきます。人口は減少するという前提に立っております。特に２０５

０年の人口までを２０５０年の長期展望ということでお示ししているのですけれども、１

億人を切るぐらいの人口を前提にし、なおかつ高齢化が３０％台後半ぐらいということを

前提にし、人口は減ってもなおかつ豊かさを実感できる国にしなければいけないというの

が多分一番のメーンコンセプトでございます。どういうやり方でこれを実現するかという

、この「対流促進型国土」と言っておりますが、人は少なくなっても一人の人があちこち

に行ったり、複数の仕事をするというような形で、互いに刺激をし合うことによって、各

地域がそれぞれイノベーションを起こしていく、あるいは、人手が足りないところの人手

をうまく賄っていくということです。生活にかかわるサービスも供給されるし、イノベー

ションが起こって経済が成長していくだろうという思惑でつくっていて、そのための基盤

としては「コンパクト＋ネットワーク」の国土ということを言っております。コンパクト

にまとまっている部分で、いろいろなリソースが密度高く存在することによって、イノベ

ーションも起こるでしょうし、生活環境を維持するためのサービスみたいなものも効率的

に提供できるということと、それだけだと単に縮小してしまうので、ネットワークでそれ

が広域につながることによって、相互補完するというコンセプトをつくっているというも

のでございます。 

 次のページからは、それをもうちょっとブレークダウンしたものですけれども、詳細は

割愛させていただきまして、この計画ができてからどうしたのかをご説明いたします。国

土形成計画は、個別の施策をこの計画の中で直接規定しているものでは必ずしもなくて、

一定の方向性を示して、みんなでその方向に向かってやりましょうということを閣議決定
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というプロセスで合意形成しているという、その程度のバインディングの計画になってお

ります。特にこの対流促進型国土を形成することによって、国土を稼げるものにしていく

とか、住み続けられる国土にしていくとかいう問題について、具体的にどういう施策を進

めていったらいいのかということを、計画ができた後にこの計画推進部会というものを国

土審議会につくりまして、議論をしているというものでございます。 

 先日、３年程度議論を行った中身をまとめて公表したところでございますけれども、そ

ういうつくり方になっているので、後で評価のところにも出てくると思うのですが、ＫＰ

Ｉとかいったものは、実を言いますとこの計画の中に記載されていません。そのよしあし

はともかくとして、そういうつくり方になっております。 

 今回、政策評価に当たりまして、これはおおむね半分の時期に行うということなのです

けれども、先ほど申しましたように、評価の目的・必要性につきましては、これは法律で

義務づけられておりまして、４年目あるいは５年目程度の時期に必ずこの政策レビューを

行うことになっております。ですので、通常の政策評価といいますと、何か新しい政策を

組み立てるためにとか、あるいはその当該施策をやめるために実施するというようなこと

も多いとは思うのですけれども、タイトルを中間評価とさせていただいたように、まさに

中間時点での評価ということになりますので、この次の計画をつくるときにはこの評価を

活用いたしまして、また国土審議会でご議論いただくというステップになると思います。 

 ですので、評価を行う上での評価の視点につきましては、計画そのものがどの程度進捗

しているか。これも、いわゆる事業評価のような形の進捗というのはなかなかとりにくい

ので、考え方がどのように周知あるいは共感を受けて進んでいるかというようなところが

中心になるかとは思いますけれども、計画の進捗状況及び認知・活用状況を評価の視点に

するのと、もう一つは、計画内容の的確性ということで、現在の第二次国土形成計画は

２０１５年に策定されていますけれども、この計画を考えるときの前提になっていた条件

が、現在でも同じなのか違うのかと、こういった点から評価をしてみたいと思っておりま

す。 

 この評価によって得られる知見に基づきまして、国土形成計画は一応おおむね１０年を

見通した計画ということになっていますので、まだまだ半分ぐらいのところだということ

で、計画の後期期間において重点的に進めるべき分野は何かということを、この評価を通

じて検討いたしますのと、あとはやっぱり今の計画が、計画内容の的確性という観点で、

多少時代に合わない部分があるとしたら、次期計画を念頭に置いた作業というものに活か
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していきたいと思っております。 

 評価の手法につきましては、まだ全部評価しているわけではありませんので、こういう

やり方でやってみようと思っておりますということをお話しさせていただきたいと思うの

ですが、今の計画の進捗状況と認知・活用状況という点では、計画の基本的なコンセプト

が、先ほど申し上げました「対流促進型国土」と、それを支える「コンパクト＋ネットワ

ーク」の国土基盤、国土構造ということになっておりますので、ここに書いてあることが

どういう形で進んでいるのか。これは実は、何をもって進んでいるのかというのが、私ど

もも知恵が足りないところもあってなかなか示しにくいという課題をみずから抱えておる

のですけれども、まずこれを調べていこうと思っております。 

 一応、この基本構想を実現するための具体的方向性ということで、かなり抽象的な記述

ではあるのですけれども、この右側にあるような枠組みをつくっておりますので、この枠

組みに沿った形でのチェックというものを入れ得ると思っております。例えばどんな形で

ということでございますけれども、この対流というのがいろいろあります。人の往来もあ

れば、物の往来もあるのですけれども、まずデータのとれるものということで、対流を人

の居住地の移動を含む人の流れと考えますと、例えばですけれども、市区町村別の転入超

過率というもので、今国土の中のどういったところに人が集まっているのかを調べてみま

す。これが対流という意味ではどういうふうに国土が変わってきているのか。それから一

方で、施策の進捗状況という意味では、必ずしも具体的にではないのですけれども、国土

形成計画の中にこれをやりますと書いてある部分がありますので、例えばここにあります

ように「地方都市におけるコンパクトシティの形成を図る」と書いてあることにつきまし

ては、コンパクトシティの形成を図るための施策として、国土交通省がやっております

「立地適正化計画を作成した市町村数」といったものを指標として見ていこうと考えてい

ます。 

 それから別個、チェックアップ業績指標というものは毎年お出ししておりますので、こ

ちらの総合的な進捗状況を把握する上で使っている指標ということで、これもあわせてお

示ししたいとは思っております。 

 これは評価に関連する指標の例ということで、チェックアップに使っている指標という

ものをお示ししておりますけれども、これは１個１個、本当に代表しているのかどうかと

いうことについては、なかなか議論はあるとは思っております。 

 もう一つは、計画内容の的確性ということですが、この表にまとめてあるような部分が
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計画を策定したときの現状認識です。例えばということでございますけれども、計画策定

時から大きく状況は変化しているものとして、在留外国人の数、これは２０１５年と比べ

てもかなり変化しております。これで実際現行の国土形成計画の中に在留外国人について

記載があるのかというと、３カ所ぐらいしかないのです。これからの長期の計画というこ

とを考えたときに、外国人抜きではさすがにちょっとおかしいのではないですか、みたい

な話は多分あると思いますので、これは１つ外国人の数ということですけれども、こうい

った計画策定時からの状況変化が見られる事項をいろいろ集めていこうと、そのように考

えておるところでございます。 

 こちらからの説明は以上でございます。 

【上山座長】  ちょっと私のほうから冒頭質問が１個あるのですけれど、この国土形成

計画が掲げられることで、それにひもづけられて変わるほかの計画とか、あるいはそれが

変わったら政府の政策あるいは民間の活動がどう変わるのかというイメージを、最初に基

礎知識として教えてください。 

【田中総合計画課長】  大変難しいご質問なのですけれども。制度上は、国土形成計画

との調和を法律上求めている国の計画が幾つかございます。例えば社会資本整備重点計

画、これは国土形成計画との調和をとることになっておりますし、国土形成計画よりも法

律上は上位の計画で国土利用計画という制度がございまして、国土利用については国がつ

くる計画は国土利用計画を基本とするということになっているのですけれども、その国土

利用計画は国土形成計画と相まってつくることになっておりまして、この国土利用計画、

国土形成計画に食料・農業・農村基本計画ですとか、森林・林業基本計画とか、この辺は

調和を求めております。国の１０年とか最低５年以上の長期的な土地の上で行う活動を規

定している計画については、国土形成計画、国土利用計画と方向が一致しています。調和

ということですのでおおむね合っているということです。具体的な施策につきましては、

バインディングしているものは必ずしもございません。これに基づいてやらなければなら

ないと決められているものはあまりないということでございます。以上です。 

【上山座長】  ありがとうございました。ではどうぞ。 

【佐藤委員】  ということであれば、これ、計画というよりも多分、どちらかというと

ビジョンに近いのかなというふうに聞いていたのですけれども、特にこれ、国交省さん以

外にどういうプレーヤーが最終的にこのアウトカムにかかわってくるのかという、その整

理があってよくて、特に多分自治体の関係だと思うのですが、例えばこういう国土形成計
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画をつくったとして、私、財務省の財政審の仕事をしているので、あちらにコンパクトネ

ットワークの中に公共交通関係の見直しというのも一体で考えるべきだという議論が今よ

くあるのですが、なかなか自治体さんのほうで重い腰を上げてくれないという問題があっ

て、やっぱりこういう国土形成計画は国として打ち立てたときに、これに対して自治体が

どういう反応して、それに従ってきているのか全く関係ない感じでやっているのか、特に

コンパクト化がなかなか進まないので、そのあたりとの関係というのが、どこにボトルネ

ックがあるのかということを見ていくというのがあっていいのかなというのと。 

 あと、データはあればなのですけれど、これ市町村単位で見ると、今市町村合併しちゃ

ったのでかなり面積も大きくなっていますし、地方なんかでその同じ市町村の中でどこに

人口を集約化させていくかのほうが重要だったりするじゃないですか。過疎地域なんか抱

えている自治体多いですから。なので、うちがＤＩＤ面積とか何か、まちの中での人口集

約、こう見るような指標があったほうが、自治体単位にデータをまとめるよりはいいのか

なという気がしました。とりあえず以上です。 

【工藤委員】  これは結局かなり大きな話で、そのビジョンだとすると、ビジョン自体

の構造がどうなっているかというのが多分点検が必要で、そのビジョンを具体的にどうい

う手法で実施しているのかということと、さらに最後にそのそれぞれの、今お示ししてい

ただいているような具体的な事例とか指標という、何かちょっと３段階ぐらいの点検作業

になるのかなという印象を持っております。 

 もう一つは、ページでいうとこの中の９ページ、全体でいうと４１ページになるかと思

うのですが、基本構想実現のための具体的方向性という①から④があるのですけれども、

これをよく見ると、①と②というのは構想の中身にかかわる、地方の創生とか、国土基盤

をどうするかという話なのですが、③というのは担い手の問題で、③は①、②全体にかな

りかかっていて、その最後の横断的な視点というのは具体的な手法だと思うのです。なの

で、実際には①、②掛ける③掛ける④みたいな、ちょっとこう、マトリックスみたいな構

想になっているので、そのあたりを少し整理しながら評価していかないと、実際にはほか

にぶら下がっているものがいっぱい出てきてしまうのかなという気がしています。 

 それと、指標がおそらくこれはかなり大変で、例えば４３ページに具体的に書いていた

だいているのも、必ずしもここで数字で出ているものが、では計画がいい悪いに直接関係

しているかというと、おそらくほとんど因果関係が直接ないようなものも出てきています

ので、その辺が、じゃあ何がいいかと言われるとよくわからないのですけれども、これ相
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当大変だろうなと思いますが、場合によっては関係するもので何らかの因果関係があるよ

というのを、複数持っていく以外にはないのかな。そうすると４４ページが具体的なのか

なと思いますが、これも結局、先ほど佐藤委員おっしゃったように、個別具体的な例で見

ていかないと、国土全体で見ちゃうとかえって意味不明なＫＰＩになるのかなという気が

しています。以上です。 

【山本委員】  今度は少し時間がありそうなのですけれど、国交省だからやっぱり土地

に着目したようなことにならざるを得ないと思うのですけれど、実際のやっている対流と

かいう概念で、例えば個別資料だと１０なのですが、人の流れを転入超過率で把握すると

いうのはこれは一つのやり方だと思うのですけれども、対流の定義からいうと、あとは物

とか金とか情報についてもおやりになるということだと思うのですけれども、お金とかと

いうことであれば、佐藤先生の専門だと思いますけれども、地銀のいろいろな金の動きで

あるとか、預金残高の動きであるとか、そういうのをできないことはない気もしますし、

物なら流通やるとか情報も何かそういう物差しが情報系の人にあったと思うので、ただそ

れは結局、土地形態に着目すれば、例えば今工藤先生が言われた、②の安全・安心、そう

いうものとの関係であれば、そういう強靱化とかあるいは災害が起こるとやっぱりその対

流現象自身が棄損するのかどうかとか、そういうような視点を広げていくことによって、

その国土の形成とかいうものと、実際の目指すべき動きですか、ムーブメントですか、対

流という、そういうものとの関係が出てくるようなことを少し思いましたけれど。 

【上山座長】  このテーマは、中間点検というところがみそですね。ほかのテーマはわ

りと自由演技なのです。各課が今の現状を分析して新しい政策やりたいとか、あるいは今

の計画もうやめたいとか。しかしこれはさっきまさにおっしゃったとおり、計画の中間点

検なので、今起きているもののモニタリタングをまずはやる。プラス次の計画策定に向け

て気づきの点を足していく。そういう域を超えない、規定演技みたいになっている。 

 そういう意味でいうと私は、こちらの参考資料にある平成２４年度のこの赤いとじたほ

うの冊子、平成２４年の評価書の１１ページ、１２ページ、これが要は前回やったまさに

この同じ作業なわけです。中間点検。だから今回も基本的にはこれと同じことをやるのか

と。だから今回も戦略が５つ立てになっているかどうかはわかりませんけれどもこう立て

て、それで指標でとれるものはとって、数値の変化を見て、全体を眺めた上で前提条件が

世の中変わっていることがいっぱいあるので、ＩＴだの外国人だのいろいろなことがある

と思うのですが、そういうものをベースに次の計画を立てるときの留意事項みたいな感じ
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で申し送るというか。論理的にはそういう作業しかない気がします。今日の段階では規定

演技だからあまり我々もコメントのしようがない。出てきた評価書を見たときに、この中

間点検としてふさわしいかどうかというのはいろいろコメントできると思うのですが。出

てきた評価書がこの１１、１２ページに近いものであれば、正しい規定演技をされている

ということになると思うのです。手続的なことを言いますと。 

 これをやった上でプラスアルファそもそも、という話は幾らでも足していってもいい。

その上で原課のほうでやりたいこととか、あるいは次の計画に向けて見直したいことがい

っぱいあると思う。そこは「政策評価というのは各府省がみずから行う」と法律に書いて

あるので、そういう意味で自ら点検したいことをむしろ出して足していただければいい。

そのときに、今各委員が申し上げたようなことは重要なヒントになると思うのです。 

 これは一問一答しないのですけれど、ちょっと特殊なので、回答をお願いします。 

【田中総合計画課長】  座長のお話がありました、そのモニタリング部分につきまして

は、実は国土審議会での中でのモニタリングという作業をやっております。ここで例とし

て挙げております１０ページの人の流れという観点からの転入超過を見ますとか、こうい

うので数字をつくって、何が対流を適切に示しているかというのはいろいろ議論もあるの

ですけれども、多数の有識者の方に見てもらって、評価をしようと思っております。特に

次に向けたものという意味では、先ほども申し上げましたが、計画の進捗状況もあるので

すけれども、５年ぐらい前に計画をつくった、つくり始めはもっと前になりますので、そ

のときの現状認識と、先ほど外国人という例を挙げましたけれども、やっぱりこれなくし

て長期ビジョンはありえない、というようなところをできるだけ洗い出ししまして、制度

的な面での変更とか政策的な面での変更というものには直ちには結びつかないのですけれ

ども、次にまた計画などをつくるときにはこういう点はやらなきゃいけないというのを先

生方にいただけるとありがたいなと思っております。 

【上山座長】  そういう意味ではちょっと何かブレストみたいになっちゃいますけれ

ど、次の計画を立てる上で重要な視点ですよね。そういう意味でいうと外国人はおっしゃ

るとおりです。あと個人的には、出生率を上げるためにどのような地域環境があるのか。

例えば待機児童の数とか、保育士さんの生活環境までいくと細か過ぎると思うけれども、

でも意外と個別具体の指標がその地域の将来をかなり決めてしまうみたいなものはある。

あるいは路線バスが廃止になってしまった後どうしているんだとか。国交省ならではの視

点というか、そういうものがあるんじゃないかと思う。 
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 あとはいわゆるＳｏｃｉｅｔｙ５.０までいかなくても、国交省のスマートシティでい

いと思うんだけど、あそこに書いてあるようなものもある。あるいはシンガポールとかい

ろいろな政府が出しているクオリティーオブライフの指標があります。それもトラフィッ

クだとかセーフティーとかヘルスケアとかとブレークダウンしてあって、その下に例えば

スマートシグナル、交通信号がさっさと変わるかどうかとか、スマートペイメントとか、

スマート何とかというのがたくさんある。ああいった世界のクオリティーオブライフ指標

がかなり具体的に、ＩＣＴを前提に変わりつつある。そういった視点はやっぱり、これも

向こう１０年という意味ではすごく重要と思います。 

 スマート化がどれぐらいできるようになっているのかは、非常に重要です。あと海外で

よく言われるのは、時間の話。現代人はとても忙しい。例えば役所とか医者とか行ったと

きにかかる時間が小さい都市ほど暮らしやすい都市だとか。もちろんワークライフバラン

スの話もある。非常に話題になるのは通勤時間です。これはアメリカの影響もあると思い

ます。そういった、時間の切り口など、国土という言葉にあまりとらわれずに、競争力の

ある都市とは何かとか、あるいはクオリティーオブライフとは何かとか、そういう視点か

ら考える。まだ次の計画立てるまでには時間があるし、少し厚みのある次の計画づくりに

なるんじゃないかなと個人的には思う。委員の方、そういう視点がもしあったら出してい

ただければいいんじゃないかと思います。 

【佐藤委員】  確かにこの国交省さんなのでどうしても土地に着目しがちになりますけ

れど、やっぱりそこになぜ人が住むかってそこに例えば学校があるから、そこに産業があ

るから、仕事があるからじゃないですか。そう考えてみると、例えば、東京はもちろん仕

事があるから人が集まってくるし、その結果として周りに住宅ができてくるとか。 

 例えば今名古屋だったら、名古屋一番元気なので、あっちは製造業が集約しているか

ら、その周辺にまた関連産業が生まれてきてという、クラスターというやつですよね。こ

ういったものが生まれてくるので、ちょっと何かこう、仕事という切り口でいくと国土っ

てどんなふうにつくられていくんだろうということがわかってくるし、あと文科省的な視

点になりますけれど、あとは大学ですよね。やっぱり今、地方大学とか結構ありますけれ

ど、そこに行くと人が集まってくるのかとか、そこにちゃんと関連する産業が来れば、卒

業生がそこに就職するし、人が定着しやすいし、とかという話も出てきますし。 

 何かそういう、簡単に言えば土地の上にあるもの、土地の上にある仕事とか土地の上に

ある教育とか、そういったものに着目して、それを起点として人が動く姿を見ていくとい
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うのがあっていいのかなと思うのですけれども。 

【田中総合計画課長】  そこはおっしゃるとおりでございまして、土地と言いましたけ

れど、土地と言っているときの土地は、土地の上にあるものは含んでいまして、土地では

ないものは例えば年金の財源がどうなるかとか、こういうところは国土政策の範疇の外な

のですけれど、先生おっしゃられた土地の上のもろもろの機能というのは全部包括的に見

なければいけない立場にはあります。 

【佐藤委員】  実は、去年私、政策が行政事業レビューで離島振興政策をやったのです

けれど、あのときも議論になったのですけれど、全ての離島を活性化させるのはまず無理

だよね、と。やっぱりできるところとできないところがあって、別にそれは本土でも同じ

だと思うのですけれど、やっぱり活性化させるという政策がある一方で、諦めるという政

策もなきゃいけなくて、みんながみんなで頑張れというのは無理な話ですから、そのあた

り、多分、特に離島はそうだったのですけれど、政策として振興を全面に出し過ぎると、

戦略的な撤退がうまくいかないということになってくるので、国交省さんも、さっき戦略

的撤退と言われているので、そことの絡みで何か、そこのあたりの切り口になるのかなと

思いました。 

【田中総合計画課長】  ありがとうございます。戦略的撤退の話は実は３９ページに、

国土管理専門委員会という委員会をつくって、勉強はしておるのですけれども、放置して

も大丈夫とするには、最低限何に気をつけなければならないかというような検討は一方で

しております。 

【上山座長】  ありますか、はい。 

【工藤委員】  今の戦略的撤退の話なのですが、結局、佐藤委員もおっしゃった、上に

あるものというと、国交省として関与できるタイプの公共サービスとそうでない公共サー

ビスと、それから市場に任せておいて何とかなるサービスと、市場に任せておくと何とか

ならないサービスと、多分いろいろあって、結局この中で扱えるのが何かという話になっ

てくると、国土交通省が扱える公共サービスであるところの交通政策とかいう話にどうし

てもなっちゃいがちなのですが、実は住み続けられる、例えばクオリティーオブライフと

いう座長もおっしゃったことを考えれば、ほっておいても市場がちゃんとサービスを支え

ているところは逆に、ほっておいてもいいわけですよね。あるいは先ほど大学の話も出ま

したけれども、国交省として特に何かやらなくても、ほかの省がたまたまそこに何かやっ

てくれて、結果的にサービスがあればそれはそれでいいわけで、そうすると結局、全体と
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していろいろなパターンのサービスがあるのだけれども、結果的にそこが魅力のある土地

で、人が住むには何が最低必要なのかという視点なのだろうと思います。 

 そういう意味では個人的には情報ってすごく大事で、今回あまり時間軸とかここのＩＣ

Ｔと書いてはあるのですが、実は情報インフラがしっかりすれば、はっきり言って周りに

何もなくても仕事できるような仕事の人も出てくるので、結果的には別の意味で全国にい

ろいろ人が住み続けられる基盤ということにもなりますので、ちょっと情報の視点という

のをもうちょっと、ですからこのＩＣＴでなくても、もうぼちぼちデジタル化とかＡＩと

かＩｏＴの話になってくると思いますので、そういった先端技術の話というのは少しきっ

ちり押さえていただくといいと思います。以上です。 

【田中総合計画課長】  国土交通省ではございますけれども、これは一応旧総理府の仕

事を引きずっておりますので、国交省の関係でしか手が出せないということではないの

で、一応そういう視点で政策評価させていただきます。 

【上山座長】  やっぱりこの種のレポートというのは、以前はスタンドアローンで日本

の国内のためにつくっていたのだけれど、最近国際比較がいろいろ出てきて、グローバル

都市間比較というのを調査機関がやっている。それからあと、ＳＤＧｓという切り口で国

連なんかもやっている。そういう意味で主に都市部が中心なんだけれどランキング、レー

ティングにさらされてくる。その各種調査機関の指標みたいなものはカバーしてやってい

かないといけない。そういう意味では日本の国力といいますか、「国土」というのをどう

英訳するのかよくわからないけれども、ランドキャパシティーなのかわからないけれど、

国際市場に出したときに、日本国は国力はこんな状態で、ここは強くてここは課題だみた

いな、研究もやったらいいんじゃないかと思いました。 

 それでは、ちょっと時間がないのでここまでにしたいと思います。どうもありがとうご

ざいました。 

【田中総合計画課長】  どうもありがとうございました。 

【上山座長】  それでは次のテーマですね。「港湾における大規模地震・津波対策」に

ついてお願いします。 

【加藤海岸・防災課長】  失礼いたします。港湾局海岸・防災課の加藤でございます。 

 それでは早速、「港湾における大規模地震・津波対策」に係る政策評価についてご説明

をさせていただきたいと思います。 

 まずお手元の資料で４９ページをごらんいただけますでしょうか。政策評価の目的、必
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要性ということで、港湾における大規模地震・津波対策につきましては、まさに東日本大

震災等の過去の災害の教訓を踏まえて、現在、後ほどご説明させていただきたいと思いま

すが、耐震強化岸壁の整備ですとか、あるいは防波堤の粘り強い構造への改良等、こうい

ったハードの対策、それからまた、基幹的広域防災拠点の運用体制を強化するですとか、

あるいは港湾の事業継続計画、ＢＣＰの策定、あるいは航路啓開体制を整えていくなど、

ソフト施策の充実を図ってきたところでございます。今後まだ引き続き昨今の状況におい

ても災害が多発しているという状況から、しっかりとした対策を施していく必要があると

いうことで、これまでのハード・ソフト施策の進捗状況及び成果を検証し、今後の施策の

方向性に反映させてまいりたいというふうに考えているところでございます。 

 ちょっと飛ばしまして、資料の５２ページに、今回ご説明していく流れについて入れて

ございます。まず初めに、自然災害による港湾の被害の状況について簡単に触れさせてい

ただきたいと思います。５４ページごらんいただけますでしょうか。阪神・淡路大震災、

平成７年のときでございますけれども、こういった被害がございました。それで５９ペー

ジまで阪神・淡路大震災の被害の状況に触れてございますけれども、５５ページにござい

ますように、港湾施設がかなり大きく被害を受けたということがございました。その結

果、物流等が停止したということで、世界的な貿易にも影響を及ぼしたところでございま

す。また一方で、港湾が１施設だけ耐震強化岸壁が残っていたということで、そこからの

支援活動ということが実行されたところでございます。復旧資機材あるいは避難とか、あ

るいは緊急物資の輸送、こういったことに活用がなされたところでございます。 

 その施設が５６ページにございますように、かなり大多数の施設が被害を受ける中で、

右上にございますように摩耶埠頭の１施設が残ったというところでございます。５７、５

８、５９ページはその状況でございます。 

 ６０ページごらんいただけますでしょうか。こちらは平成２３年の東日本大震災による

港湾の被災状況でございます。ここにございますように、かなり津波が、地震もございま

して、それに続いての被害もございましたけれども、やはり注目すべき点としては大津波

があったということで、第一線で守っているはずの防波堤も全壊やあるいは半壊を受けた

と。あるいは防潮堤で守られている地域についても、倒壊等があり、さらに内陸部から瓦

れきあるいはコンテナ等漂流物が流れ出るというようなことで、船舶の航行にも大きく支

障を及ぼしたところでございます。 

 ６１ページ目にその状況がございます。仙台塩釜港の右側の一番上の部分の写真が、ち
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ょっと見にくいのですけれども、コンテナがぷかぷか浮いているというような状況で、こ

の結果、支援に行く船あるいは物流のために輸送する船舶等が航行できないという状態

で、陸路ももちろんでございますが、海路のほうもしばらくの間停止したというところが

ございました。 

 そこで６２ページにございますように、早々にその確認を行いました上で、その撤去、

啓開作業ということで航路に落ちている物、これを拾うということを直ちに実行していっ

たというところでございます。 

 ６３ページ目には、釜石の湾口防波堤の絵といいますか状況でございますが、釜石の湾

口防波堤も先ほどの６０ページのほうにも被災した写真を入れてございますけれども、こ

こにあるようにかなり大きな被害を受けたわけでございますが、それでも防波堤の効果と

して、遡上高を５割低減するとか、あるいは津波を４割低減するとか、あるいは避難する

時間を稼ぐということで、６分の遅延をさせることができたことによって、１,３００名

の避難をする時間を確保できたということがございました。 

 ６４ページ目に、熊本地震における支援物資の輸送拠点として機能した港湾のところが

ございます。 

 ６５ページ目に、いろいろな支援物資が入ってくるものを調整して、その上で活用を図

っていたというところでございます。 

 こういった港湾の役割につきまして、６７ページ目に政策レビューの対象の前提とし

て、港湾における防災対策の役割分担についてまとめさせていただいてございます。国と

港湾管理者と港湾関係事業者がそれぞれ事前防災あるいはその災害対応、復旧を図ってい

くということで、関係者が一致団結してそれを進めていくということでございます。それ

ぞれの役割に対してしっかりと対応していくというものでございます。 

 ６８ページ目に港湾における大規模地震・津波対策として、今回評価対象施策としてな

っているものを挙げてございます。耐震強化岸壁の整備。大規模地震発生時に緊急物資等

の輸送を確保するための施設でございます。それから防波堤の粘り強い構造への改良とい

うことで、先ほど釜石の湾口防波堤等も崩れてしまいましたけれども、それが少しでも崩

れないようにしっかりと粘り強いことを取り組もうという内容でございます。これも後ほ

ど少し触れたいと思います。チェックアップ指標としましては、ここにありますように、

耐震強化岸壁の施設が既に整備されているものとして、平成２６年度３１％だったところ

が、既に港湾としては３２年度に８０％まで至っているところでございます。 
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 ６９ページ目に、ソフト面の体制強化ということで、基幹的防災拠点、港湾ＢＣＰの充

実、それから航路啓開体制の強化を挙げてございます。そこにおけるそのチェックアップ

指標といたしましては、港湾ＢＣＰの策定状況ということと、あと訓練ということで、こ

れについては平成２８年度３９％でしたものが、現時点において１００％になっていると

ころでございます。 

 ７０ページ目が前回レビューとの比較でございます。前回のときに、地震対策が主な評

価対象でございましたけれども、今回につきましては、東日本大震災を経ておりますの

で、津波対策についても評価対象としたいと考えてございます。それに伴う施設等々、ハ

ード・ソフト面のレビューを行いたいと考えてございます。 

 ７２ページ目をごらんいただけますでしょうか。個々の今の港湾における大規模地震・

津波対策について少しご説明をさせていただきたいと思います。耐震強化岸壁の整備でご

ざいます。こちらはまさに何かあったときにしっかりと、陸路が寸断されたりした場合に

おいても物資を輸送するということ、あるいは経済活動の確保を図るということを重点と

して整備を続けているものでございます。具体的な評価手法といたしましては、耐震強化

岸壁について港湾計画の位置づけの状況、それから整備の進捗状況を分析し、適切な施設

量が整備されているかについて評価をすることとしてございます。 

 ７３ページ目が粘り強い構造への防波堤の整備でございます。こちらにつきましても、

評価手法としましては防波堤が粘り強いかにつきまして、東日本大震災で被災した施設の

改良、先ほど釜石の湾口防波堤のご説明をさせていただきましたが、こういったものを含

めて進捗状況を分析し、着実に整備されているかについて評価するものでございます。 

 ７４ページ目、基幹的広域防災拠点でございます。こちらにつきましては、関係機関と

の訓練の実施状況を分析し、運用体制が強化されているかということについて評価するも

のでございます。前回のときはまだ近畿圏の基幹的広域防災拠点ができておりませんでし

たので、首都圏と２つの箇所で現在運用してございます。これの運用状況についての評価

をするということでございます。 

 ７５ページ目をごらんください。港湾ＢＣＰの概要でございます。港湾ＢＣＰにつきま

しては、昨今の災害を踏まえて、充実に向けて検討が進んでいるか分析し、十分な内容と

なっているかを評価することとしてございます。 

 ７６ページ目が、緊急確保航路の指定でございます。これも航路啓開に係る話でござい

ますが、航路啓開計画の策定状況及びその訓練をこういったところでどれほど実施してい



 -25- 

るかということについて評価分析し、それで体制の強化が図られているかということを評

価するものでございます。 

 ７７ページ目以降が、今般国土強靱化の観点から３カ年緊急対策が実施されてございま

す。この中でもこの耐震強化岸壁の整備ですとか、あるいは港湾ＢＣＰの充実化というこ

とが盛り込まれてございます。これもあわせて評価の中で考えてまいりたいというふうに

考えてございます。 

 私のほうからは説明は以上でございます。 

【上山座長】  ありがとうございました。どうぞ。 

【佐藤委員】  まず、評価の視点というか事実認識としては、先ほど東日本大震災のと

きの釜石の減災の例が出ていましたけれども、その後熊本もありましたし、熊本は津波は

ありませんでしたけれど、一応災害はあるので、それぞれの災害において港湾はどういう

状況だったのかということについて。その後のＢＣＰ絡みでいけば、阪神・淡路のときは

神戸港がひどい目に遭いましたけれども、実際にほかの港湾はそれぞれの地震の後、どん

な状況になったのかということで事実確認はする必要はあるのかなというのと。 

 それからＢＣＰに関しては多分２つのＢＣＰがあって、１つは基幹港というかまさに災

害後の支援の拠点になるような港については壊れないようにするというのが、機能として

維持できるようにするということがまず大事ですけれど、ほかの港については壊れてもい

いのでほかの代替港がすぐ探せるかどうかだと思います。これはむしろソフト面だと思う

のですけれど、物流は例えばこちら港ＡがだめならＢのほうに回すとか、そういう計画が

ちゃんとできているかどうかという、そこにかかってくるのかなと思うのです。 

 そのＢＣＰもそういう点でちょっと幅広にスタンスとったほうが、それぞれ全ての港を

守るんじゃなくて、壊れたときにはほかの港が使えるようにしておくという、そういう面

的なＢＣＰというのがあってもいいのかなとは思いました。以上です。 

【上山座長】  じゃあ私のほうからも、前回の平成２３年度の、この赤いほうの冊子を

見ると、当時のやつは東日本の震災の後に政府が総点検しようと言って、非常に具体的に

これやろうあれやろうと言ったのをちゃんとやってるかどうかの点検だったと思うので

す。結構できてるという結論だったと思うのですが、これはどちらかというと復旧的視

点、地震で壊れるとまずいから壊れないようにしようと、そのために点検しようというハ

ードの話が非常に多かったと思うのですけれど、今回、今日のお話聞くと、それ以降かな

り進化があるわけですよね。ハードの部分は目標既に達成されたわけだけど、さらにプラ
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スアルファＢＣＰだとか、ちょっと広がりのある政策としての厚みというのが増してい

て、いいと思うのですけれども。 

 その上でさらに今回評価やるんだったら、このＢＣＰ的なことを含めたこの、何という

か２.０といいますか、バージョンアップした政策がどれぐらいできているかの点検だけ

でなく、やっぱり世の中の動きなんかも考えると、２つ重要なポイントがあって、１つは

コストの話ってあると思うのです。震災直後はやっぱり大変だということで、社会的にも

かなり理解が得られたと思うのですけれども、えてして公共事業批判的な意味で、これど

こまで対策するんですかという議論に当然なって、重要な港湾はかなり念入りにやったほ

うがいいけれど、そうじゃないものもあるんじゃないかとか、あるいはこれはもう切りな

いんじゃないかとか、いろいろな議論が既に一部起きているし、これからも起きるので、

費用対効果を考えながらその次のレベルの政策にシフトしてるんですよ、というような部

分の説明がないと、あれもやります、これもやります、だんだんモアイズベターみたいな

感じの政策の進化に見えちゃうので、ちょっとそこの部分は不安を覚えるんですよね。 

 それと重なるんだけど、やっぱり、さっきのセッションも言ったんですけれど、テクノ

ロジーの進化ですよね。スマートポートという言葉はあまりまだ聞かないけれど、船の入

港とか荷物の審査とか、その辺のスマートという議論はあるんだけれども、インフラメン

テナンスの観点からテクノロジーがどこまで使えるのかというのは、ＢＣＰまで広げて、

テクノロジーの進化というのをどこまで使えるかというのは今回やっぱり総点検して、そ

れイコールコストダウンにつながるんじゃないかというふうに思うし、新しい仕事もそこ

から見えてくるような気もするので、港湾３.０がテクノロジーかどうかわかりませんけ

れど、２.０のキーワードがＢＣＰだとすると、３.０はやっぱりテクノロジーとかスマー

トとか、そっち系の話になるんじゃないかなと。例えば復旧のスピードが超早いとか、あ

るいは従来のコストの３分の１で地元の業者だけでできちゃうとか、そういうのもあるよ

うな気がするんですね。 

 もう１個の視点はやっぱり、ヒューマンスケールというか、特に災害が起きたときの受

益者というのはふだんの物流とか船舶とか、保安庁とかからがらっと変わって一般市民に

なってくるわけです。一般市民がちゃんとした港湾が復旧すると一体何がいいのかという

のは、なかなかちゃんと説明しないとわからないですね。空からヘリコプターでとりあえ

ずの物資は降ってくるわけだから、まあ港湾って後でいいんじゃないのという感じにどう

してもなってしまうので、物価の問題とか、その辺の災害時に港湾はなぜ重要かという、
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今さらの話を最初のほうに書いておく必要があると思いました。 

【山本委員】  時間があまりないので。今座長が言われたこととも関連するのですけれ

ど、ＢＣＰ一生懸命されているのでいいと思うのですけれど、このデータだけで見ると、

全ての港湾ＢＣＰについて初動対応が約１週間となって、全部同じなのです。だから、そ

ういう意味からいっても、座長も言われたように、特に重要港湾とかいろいろあるわけで

すから、それはもうちょっとほんとうに早くできるものはないのかとか、もうちょっと幅

を持ってお考えになったほうがいいような気がしたということ。 

 あとは、多分わからない人にはわからないだろうと思うのですけれど、この港の数と耐

震対応された８０％のやつとの対応関係が多分わからないので、わかるようにしていただ

ければ。 

【上山座長】  どうぞ。 

【工藤委員】  大体各委員がおっしゃられたことと似ているのですけれども、やっぱり

災害の後の問題というのは市民生活への影響と産業と両方あると思うのですが、そういう

意味では今回評価の視点のところの役割分担というのが国と港湾管理者、港湾関係事業者

となっているのですけれど、これ以外にステークホルダーってあって、そういう意味では

一般市民もそうだし、それによって物資を、要するに原材料を運んでもらったり自分たち

の完成した最終的な商品なりを運んでもらっているという産業界もあるので、結局はその

ステークホルダーとの協力関係というのを分析する必要があるのだろうと思います。 

 それと先ほどから、じゃあこの復旧の速度とかいう問題を考えたときには、やっぱりま

ず、それぞれの全ての港湾が復旧すればいいわけですけれど、そうはいかないというとき

に、代替をどれだけすぐに確保できるかという話で、代替が確保できればそれは、たとえ

そこの港湾の復旧がおそくなったとしても、サービスの観点から言えば十分サービスが届

くということになりますので、結局そうするとルートの確保とかロジスティックの問題と

か、たしかこれはそれこそスマート物流みたいな話でも出てきたと思うのですけれども、

そういうのが必要なのかなというふうに思っています。 

 それと最後に、やっぱり今回津波が加わったということで、津波対策ってやってもやっ

ても結局、どこかで自然との闘いみたいになってしまう部分があるので、ハザードマップ

的に、結局重点的にやらなければいけないからやるのか、弱いからやるのかという判断を

迫られるということが出てくると思いますので、そのあたりはぜひちょっと検討していた

だけるといいと思います。以上です。 
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【上山座長】  いいですか。それでは時間もないので、あとは個別討議のところで。ど

うもありがとうございました。 

【加藤海岸・防災課長】  ありがとうございました。 

【上山座長】  では次のテーマですね。「地震津波災害時における水路に関する情報提

供の充実」をお願いします。 

 

【吉田海洋情報部企画課長】  海上保安庁海洋情報部企画課長の吉田でございます。本

日はよろしくお願いします。着座にて説明させていただきます。 

 本日のレビューですけれども、ただいま港湾局からありました地震・津波対策の中で、

海上保安庁は実務としての緊急海上輸送ルートの確保と、これに関する情報の提供という

ことを主として行っております。本日につきましては、こういった情報提供の充実につい

て説明させていただいて、実効性などを検証することを目標としているところでございま

す。 

 それではパワポの資料に沿って説明したいと思いますので、３ページほどめくっていた

だきまして、８６ページからご説明させていただきたいと思います。この目次に沿って説

明していきたいと思います。まずは施策の前提といたしまして、当庁で作成しております

海図と船舶交通の安全のための情報提供の現状について説明したいと思います。 

 次のページをおめくりください。右上がいわゆる海図と言われているものです。海図に

ついては、船舶交通に特化した主題図ということで、安全な航行には不可欠なものです。

その刊行であったり、成果の審査、更新情報の提供などの責務については、海上保安庁が

担っております。主な特徴としては、ＩＨＯという国際機関が海図作成に関する国際基準

を定めております。この基準に準拠した測量による成果を採用することが必要でありま

す。また、海図は世界各国の船舶が利用しますので、国際基準に基づいて図化する必要が

ございます。さらに記載している情報については、海の深さである水深、灯台などの航路

標識といった航行安全に必要な情報のみに限定しているというところも特徴であります。

加えて、船舶は国際条約などによって海図を備え置かなければならないことになってお

り、これは自動車とは違うということが特徴としてございます。 

 次のページをお願いします。海面につきましては、潮汐によって上下に動きますので、

海図に記載している水深などの情報については、情報ごとに高さの基準、ゼロの位置、い

わゆるゼロ位が定められております。潮位については、例えば、有明海だと５メートル以
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上も潮位が変動しますし、また東京の晴海でも大体２メートル以上の差が生じますので、

場所によって大きく変動するものであります。船舶の安全な運航においては、この潮位情

報というのは極めて重要な情報になります。この潮位観測と海図への反映の仕方などにつ

いても国際基準で定められております。右側をご覧ください。例えば岸線と呼ばれる海岸

線は海面が最も高くなった時の水面である、最高水面における水陸の境界線を示していま

す。一方で水深の基準ですけれども、これは海面が最も低い最低水面となっておりまし

て、海図は、座礁事故などが生じないよう、最低水面を基準にして、そこからの水深を記

載しております。 

 左上をご覧ください。この各水面の高さの基準というのは１カ月以上の連続した潮汐観

測により算出することが国際基準によって定められております。また、高さの基準は、岸

壁などの陸上に設置した水準標から規定をしておりまして、これを公表しているところで

あります。 

 次のページをおめくりください。船舶交通の安全のための情報提供は、海図及び受信設

備を備えた船舶などを対象にしておりまして、海上保安庁では最も基本的な業務としてこ

の情報提供を実施しています。資料中央に例示させていただいておりますけれども、航行

の障害となるような漂流物とか、こういう緊急に周知が必要な情報を入手した場合につい

ては、２４時間体制で航行警報と呼ばれる情報を衛星等を用いて発出しております。ま

た、水路通報という、海図の更新情報であったり、海図利用者への通知も行っておりまし

て、こういったものを含めて条約に基づく発出義務は当庁が担っております。また、提供

する情報ですけれども、これは当庁からみずから提供するほか、関係機関であったり民間

の船舶、ユーザーからの情報についても積極的に活用しているところであります。ちなみ

に航行警報ですけれども、これは船舶に聴取義務、聞かなければいけないという義務もご

ざいますし、また水路通報については、海図を最新のものとするために収集する必要があ

るなど、ユーザー側についても法令によって義務づけられているところであります。ま

た、主に沿岸域で活動する方々に対しても、気象の状況、海上安全、海難発生情報などを

海の安全情報として提供しております。 

 次のページをお願いします。今回の施策は、先ほどもあったように平成２３年の東日本

大震災をきっかけとしております。この震災を振り返ることで、この施策の目的と必要性

を説明させていただきます。 

 次のページをおめくりください。先ほどの港湾局の説明でもありましたとおり、大震災



 -30- 

では津波により多くのコンテナであったり、車、家屋などが海に流出し、海底に沈むなど

して港湾施設だけでなくて、海図に記載されている水深などの情報も使用できなくなった

ところであります。そのために、緊急物資を輸送する船舶は安全な航路などがわからなく

なり、なかなか入港できないといった問題がありました。そこで関係機関が連携しまし

て、航路の異物の撤去ですとか、測量などを行う航路啓開と呼ばれる作業を行いまして、

早期の緊急海上輸送ルートの確保に努めました。将来発生が懸念されております大規模地

震災害時においても、航路啓開による最小限の緊急海上輸送ルートの迅速な確保が特に重

要と考えておりまして、この点については政府の中央防災会議の方針としても示されてお

ります。 

 次に、問題点です。ページをおめくり願います。船舶が安全に航行するには海図をでき

るだけ早く最新の状態とする必要があります。地震津波災害の際については、中段に示し

ておりますように、まず応急復旧段階として、できるだけ早く暫定的な港湾の供用開始を

目指すことになります。この暫定供用開始宣言というのが出れば、緊急海上輸送ルートは

確保されたということになります。しかしながら、東日本大震災のときは、これに１週間

以上を要してしまい、以後、できるだけ７２時間以内にこれを行うようにということにな

っております。さらに本復旧のために必要な最低水面の決定のために、潮汐観測に１カ月

以上を要したということも問題であったと考えております。 

 次のページをおめくりください。東日本大震災では、水深減少であったり、漂流物の存

在などの情報を、航行警報などによって多数発出いたしました。この情報や水路通報は、

中段の例に示しているとおり、通常、位置の情報は緯度や経度といった数値の情報を無線

などによって、音声であったり文字で提供しています。一方利用者から見ると、非常に多

くの情報が数値のみで提供されていましたので、必要な情報の選別に非常に苦慮したとい

うふうに伺っております。そこで当時、試行的に情報が地図上で比較的わかりやすくする

よう工夫したところ、これは使用者の方からも非常に利用しやすいと好評を得たところで

あります。情報提供を充実させることで、地震津波災害時にも効果があると、改めて認識

したところであります。 

 続いて具体的な取り組みについてご説明します。さきにご説明しました応急復旧段階で

の問題点は、この調査手法などの確立が図られておらず、手戻りや審査に時間を要したこ

とでした。この問題点を解決し、迅速な調査に資するよう、海図作成のために、調査の基

準を緩和して暫定水深調査に特化したマニュアルを平成３０年１２月に作成しておりま



 -31- 

す。このマニュアルについては、現在関係省庁間で共有を図っており、今後訓練で活用し

てまいります。 

 暫定供用開始までの最終的な流れを資料として示しておりますので、これについてはご

参考としていただければと思います。 

 次のページをおめくりください。先ほど港湾局からあった港湾ＢＣＰにおいても海上保

安庁は当然かかわっており、新たに策定したマニュアルの普及であったり、理解の深化を

図っております。 

 また次のページですけれども、本復旧段階の問題点については、先ほどあったように、

潮汐観測に１カ月以上を要したということで、現在はＧＰＳ衛星を用いた最新の技術を用

いて、最低水面の目印を地盤変動の影響を受けないような仮想の面を利用することで、潮

汐観測が不要となりますので、この調査を２０２１年までに２４０箇所を目標に進めてい

るところであります。 

 次のページをおめくりください。また、各種情報についてはスマートフォン対応など、

ビジュアル化も図っております。 

 次のページをおめくりください。最後に施策改善への取り組みですけれども、主に

２つ、マニュアルの普及と、より使いやすくなるような改善、さらに航行警報ですとか安

全情報の利用者からの意見を取り入れた改善、この２点について、本日この場、さらに個

別指導の場でのご意見や助言を活用させていただきまして、尽力していきたいと思ってお

ります。 

 以上で当庁の説明を終わらせていただきます。 

【上山座長】  ありがとうございました。 

【山本委員】  よろしいですか。７２時間以内に暫定供用を開始されるということは非

常にすばらしいと思うのですが、現実にまだこれの緊急物資輸送入港を可能にする暫定供

用の事態は起こっていないですよね。ですから、評価のところに書いてあるのですけれ

ど、机上訓練でこのシミュレーションをして７２時間以内にできるということは、模擬で

そういうことをやろうということですか。それで確認するということなのでしょうか。 

【吉田海洋情報部企画課長】  まさにマニュアルを作って、それを関係者で共有した上

で、おっしゃるように模擬の形でまず訓練をして検証していきたい。特に東日本のときは

マニュアルも一切なくて混乱したというのがありますので、混乱なく対応できるかどうか

ということを主として検証していきたいと思っております。 
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【山本委員】  それは架空で丸３日間、徹夜かどうかわかりませんけれど、交代か何か

で、それをやってみるということですか。 

【吉田海洋情報部企画課長】  省略できるところは省略したりして、工夫しながら訓練

していきたいと思います。 

【上山座長】  これは、ここに書かれていることはやったらいいなとは思うのですが、

一方でコストの話ですよね。これを実際に供用するとどれだけのお金がかかるのか。ある

いは最近ワークライフバランスも問題になっているので、水路部の職員を含めて皆さんど

うなんだと、その辺のシミュレーションも押さえておかないと、きりのない作業になっち

ゃうと思うのです。 

 港湾の場合はビジュアルでわかりやすいから社会的理解も得られやすいのですけれど、

こちらのほうはプロの世界になる。そういう意味でいうと、どこまでやるのか説明しやす

いように、これだけの費用対効果あるかをシミュレーションでいいが、数字で押さえる。 

 それから、例えば海上自衛隊とか水上警察はあまり関係ないけれど、消防とか、水の上

で公的な仕事をやっている人たちがほかにいる。その人たちとの連携体制が現場にはある

と思う。こういう災害がテーマのときには国交省の報告書ですが、それらにも言及してお

く。彼らが今何をやってくれているかとか、こういう協議体制がありますとか、その辺は

情報公開という意味でも書いたほうがいい。 

 あと、作業手順ですけれど、東日本大震災とかいろいろなよく似た事象はこれまでにも

あった。ああいったときにこういうのがあったらいいとか、船長なのか漁協か海運業者

か、実際に船に乗っている人たち、ユーザーの意見を聞くプロセスは絶対に必要だと思

う。 

 今回やろうとしていることについてどうだというヒアリングも多分やったほうがいい。

サンプルみたいなものを見せて、というのもあるし、あるいは関係者に集まってもらって

一緒にやってみる。そういう実践的活動をやる。その活動記録自体が妥当性を証明する。 

 政策評価は普通はもう既にやり終わったことについて成果を点検するのだけれど、これ

ってどちらかというと新しくやろうとすることについて、という感じがある。そういう意

味でこの評価点検しながら政策の正しさを点検するといいますか、そういうようなダイナ

ミックなプロセスもあってもいい。 

 あと気になるのが、全国何カ所に何かを整備するというときに、その箇所づけの考え方

もやっぱり理屈が必要だし、あとスピードだと思うのです。時間をかければ幾らでもでき



 -33- 

る、お金かければ幾らでもできる。しかし、どれぐらいのスピードでやると実際のところ

ユーザーは喜ぶのかというところです。先ほどの資料は完全な状態に復帰するの命みたい

な感じに見えるのだけど、やっぱり人とお金の話がある。一方ではスピードの問題もある

ので、さっきのまさに港湾のところと同じなのですけれど、優先順位というのがある。そ

こら辺のめり張りづけというのが段階的、レベル１のところは１日でやりますとか、そう

いうマトリックス表みたいなものがあると非常に説得力がある。今日のレポートだけ見て

ると、何か完全主義に見える。心意気はいいけれど、職員も疲弊しお金もないところはよ

く考えていただきたい。 

【工藤委員】  よろしいでしょうか。 

【上山座長】  どうぞ。 

【工藤委員】  特に港湾というか水路系は今まで私、いろいろかかわってきているの

で、それでいくと今回、座長もご指摘になったように、既にやったことの振り返りという

よりは結構新しいことがまだ、進行中のものが入っているので、そこのところ難しいかな

とちょっと思いました。 

 それと、全体のページでいうと１０１ページ、こちらのでいくと１６ページ最後です

が、施策の２つ目標が今出ているのですけれども、実はその２つ目のほうは、必ずしもこ

のタイトルにある地震津波災害時じゃないんですよね。これも今すごく進められていると

ころで、かなり進んでいて、通常のプレジャーボートであるとか漁船であるとか、必ずし

もいろいろな設備を整えていないような人たちにも簡単なデバイスで提供しましょうとい

うのは今までずっとやっていらっしゃることで、これはタイトルとの関係でいうと若干合

わないのかなということと、１つ目と２つ目がかなり実は違う話になっています。施策目

標の２つ目は今までにもやっていることが実際にどれだけ、例えば利用者に普及している

のか、利用されているのかというところが重要であって、最近ですと、例の海の１１０番

と言われる番号が全然知られていないとか、ほとんど使われていないとか、その使ってい

る人は逆に無言電話だったりとか、いろいろ問題になって指摘されているところですし、

そういう意味では施策目標の上のほうはもちろん海上保安庁は今後どうやっていくかとい

う話であって、２番のほうは、ある程度提供手段まではもうできているので、むしろそこ

から先はどのように使われているかとか、どうやって使っていただくかという話になるの

かなというふうに思っていますので、そのあたりを少し整理されるといいのかなと思いま

す。 
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 逆に、問題はその上のほうだというふうに理解していまして、結局これはさっきの港湾

と違って、水路というのはもう場所が決まっていることで、その中をどうやって外から来

る船に移動してもらって、あと中にある障害物取り除くかという話になってくるので、こ

の暫定供用の開始を７２時間以内にするというのは確かに重要ではあって、それによって

いろいろといいこともたくさんあるわけですけれど、問題はそこまでに至る、例えば

９２ページのこの赤い部分の左側を全部クリアしないといけないわけですよね。そこのと

ころが、必ずしもこれ、海上保安庁だけではないというところに問題があって、水質調

査、障害物の問題とか、水質の再調査とか、結局協力関係、つまり関係しているステーク

ホルダーとの協力関係もありますし、ほんとうに大災害になったときに現場でどれだけの

人がどれだけ動けるのかというような現実的な問題も出てくるので、結局マニュアルとし

て７２時間というのが保証されたとしても、絵に描いた餅になる可能性は十分あって、そ

のあたりの、マニュアル化していくことは重要なんだと思いますが、同時にプランＢです

ね、要するにうまくいかなかったときにどうやってやっていくのか。座長はコストの話も

されていましたが、私は逆に、完全じゃないまでもどういう方法でいかに最低限の安全性

を確保できるのかみたいな、まさに代替案の考え方とかというのも必要なのかなと思って

いまして、そういう意味では１０１ページの上と下はかなり別に分けてやっていったほう

が現実的には政策評価、レビューがしやすいのかなというふうに思いました。以上です。 

【上山座長】  それでは議論が尽きないのですけれど、何かあったら一言。あります

か。 

【吉田海洋情報部企画課長】  ご指摘のとおりこれは進行中の分析でありますし、今後

については、ユーザーの視点になって実際に使えるように、絵に描いた餅にならないとい

う観点で、あとは費用対効果や優先順位、今日ご指摘があったものも含めて、個別指導を

仰ぎたいと思っておりますし、資料も直していきたいと思っておりますので、よろしくお

願いいたします。 

【上山座長】  どうもありがとうございました。 

 それでは個別のヒアリングが全部終わったのですけれど、４つテーマ通じて何かさらに

気づきの点とか確認はいかがでしょうか。大丈夫ですか。 

 では私のほうからは事務局にお願いですけれど、各委員の個別のコメントペーパー、読

みにくい字もあるかもしれませんが、それぞれ照会の上整理して、まとめた形で各委員に

お届けいただき、かつ個別指導のときにはそのペーパーも配付をした上で、今日欠席の方
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もおられますから、それを一旦確認した上で新たに個別指導のミーティングはしていただ

くということでお願いをしたいと思います。 

 それではあとは事務局のほうにお戻ししたいと思います。 

【竹本政策評価企画官】  長時間にわたりどうもありがとうございました。個別指導の

希望調査票にご記入をいただきますようにお願いいたします。今後、いただいた意見への

対応方針を明確にし、個別指導を受けたいと思います。 

 本日の議事録については、後日、委員の皆様に内容をご確認いただいた上で公開させて

いただきます。 

 あと、ご用意した資料は、そのまま机の上に置いておいていただければ、ご郵送させて

いただきます。連絡は以上です。 

 以上をもちまして、政策評価会を終了いたします。ありがとうございました。 

【上山座長】  どうもありがとうございました。 

 


